
上椎葉ダムと上椎葉維持流量発電所

※3：既設甲佐発電所の廃止分。　※4：既設名音川発電所の廃止分。
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一ツ瀬維持流量
（宮崎県）

当社の水力発電設備（揚水除く） 単位：kW

（2013年3月末現在）

当社及びグループ会社のバイオマス発電・廃棄物発電単位：kW

─ 40,550

バイオマス
（下水汚泥）
（700トン/年 程度）

松浦※6

（70万kW）
（長崎県） 合計

─

バイオマス
（木質チップ）
（最大1.5万トン/年）

苓北※5

（140万kW）
（熊本県）

29,200

一般廃棄物

福岡クリーン
エナジー※4
（福岡県）

11,350出力

バイオマス
（鶏糞）燃料

みやざき
バイオマス
リサイクル※4
（宮崎県）

（2013年3月末現在）

九州全体 全国
283太陽光 1,226
3風力 62
286計 1,288

(万kW)

出典：資源エネルギー庁ホームページより作成
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（注）四捨五入の関係で
　　合計が合わないことがある。

苓北発電所石炭と混ぜられた木質チップ（粉砕前）
れいほく

八丁原発電所

計　画既  設

※：＋2,000kWは、大岳発電所の発電設備更新に伴う出力増分（2019年12月更新予定）。 （2013年3月末現在）

当社の地熱発電設備

2,000 214,00027,50030,00030,000110,00012,500

合  計滝  上
（大分県）

たき    がみおお    ぎり
大  霧

（鹿児島県）
山  川

（鹿児島県）
八丁原
（大分県）

大  岳
（大分県）

＋2,000※

大  岳
（大分県）

出  力

八丁原バイナリー
（大分県）

単位：kW

【天候】曇のち晴 【天候】晴

【天候】曇のち雨 【天候】晴ときどき曇

●2013年4月18日 ●2013年4月19日

●2013年4月20日 ●2013年4月21日

発電電力

・バイオマス

・木質（バイオマス）

・汚泥

・一般廃棄物

・維持流量

・生態系

・CO2排出
クレジット

・再生可能
エネルギー

・バイナリー

用語集を
ご覧ください

・ステーク
ホルダー

・シリカ
（二酸化ケイ素）

・スケール

・再生可能
エネルギー

・固定価格
買取制度

・余動電力

用語集を
ご覧ください

再生可能エネルギーの導入に際しては、安定供給を維持しつつ、
バランスよく既存の電源とミックスしてほしい。（公務員）

ステーク
ホルダー
のご意見

　当社発電所におけるバイオマス混焼については、経済性や燃料の安定調
達面等を勘案して取り組んでいます。また、グループ会社によるバイオマ
ス発電の実施や、バイオマス発電・廃棄物発電事業者からの電力購入を通
じて普及促進に努めています。
　石炭を燃料とする当社の苓

れい
北
ほく
発電所（熊本県苓北町）では、国内の未利

用森林資源（林地残材等）を利用した木質バイオマス混焼発電実証事業※１
を2010～2014年度にかけて実施しています。これにより、年間約
13,000トン程度※2のCO2排出抑制につながると試算しています。 
　また、電源開発（株）他と共同で、熊本市が公募した「下水汚泥固形燃料化事業」に参画しています。2013年4
月から燃料製造を開始し、製造した燃料化物は当社松浦発電所と電源開発（株）松浦火力発電所（ともに長崎県松
浦市）で、石炭と混焼しています。当社松浦発電所での取組みにより、年間約1,100トン※3のCO2排出抑制につ
ながると試算しています。

まつうら

　技術面、経済性、立地環境などを総合的に勘案し、地域との共生を図りな
がら、グループ会社を含めて開発に取り組んでいます。また、河川の維持用
水を放水するダムでの維持流量※1発電やかんがい水路を利用した発電など、
小規模水力の開発にも取り組んでいます。
　2013年3月には、上椎葉維持流量発電所（宮崎県椎葉村、最大出力
330kW）が運転を開始しており、年間約1,700トン※2のCO2排出抑制に
つながると試算しています。また、2013年10月の運転開始を目指し、一ツ
瀬維持流量発電所（宮崎県西都市、最大
出力330kW）の建設も進めています。

か み し い ば

さ い と

ひ と つ

せ

「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の導
入に伴い全国で再生可能エネルギーの開発・導入が
進められていますが、制度の認定を受けた設備の約
2割は、他の地域と比較して日照等の条件に恵まれて
いる九州地域における開発となっています。
今後も再生可能エネルギーの普及は進んでいくこ

とが予想されますが、太陽光・風力発電の導入にあた
っては、以下のような課題もあります。

 ・ 設備の価格が高い
 ・ 日照時間等の自然状況に左右されるなどの
　    理由から利用率が低い
 ・ 地形等の条件から設置できる地点が限られる
 ・ 大量導入時には、需要が少ない時期に余剰電力が
　    発生する等の問題が生じる可能性がある
 ・ 出力変動が大きいため電力品質（電圧・周波数）に
　    影響を与える

当社は、太陽光などの再生可能エネルギーが大量
に普及した場合においても、引き続き電圧や周波数
が安定した高品質な電力を供給できるよう、系統安
定化に関する技術開発等を推進していきます。

■ 再生可能エネルギーの導入拡大に向けて

発電本部 地熱グループ
しん どめ てる ゆき

新留 輝幸
小規模地熱バイナリー発電設備の
適用拡大に向けた取組み

近年、国内メーカーによる工場排熱等を利用した小
規模なバイナリー発電設備の開発が進んでいます。
ボイラーで作られる蒸気に比べ、地熱蒸気は腐食

性物質やシリカ（二酸化ケイ素）等が含まれることか
ら、腐食やスケール（シリカ等の堆積物）等の過酷な
条件に耐えられる設備でなければなりません。
九州には活発な火山活動を続ける離島がいくつか

あります。そういった離島の地熱資源を有効活用する

ため、離島の熱水の性状に近いと考えられる山川発
電所にバイナリー発電設備を設置し、川崎重工業（株）
さまと共同研究（実証試験）を行っています。
この成果が、石
油エネルギーに代
わる離島の電源に
なればと期待して
います。

地熱発電担当者の声

電力購入については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 電力の購入についてWEB

電力受給契約件数実績については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 電力受給契約件数実績WEB

【参考】 太陽光発電の出力変動（メガソーラー大牟田発電所：出力3,000kW）の発電実績

山川発電所のバイナリー発電設備

■ 水力発電の推進

■ バイオマス発電の推進

※1：ダム下流の生態系の保護など河川環境の維持の
ために放流する必要流量。

※2：2012年度の販売電力量あたりのCO2排出量
（CO2排出クレジット等反映後）を使用して試算。

■ 地熱発電の推進
　地熱は、風力や太陽光発電と違って天候に左右されない安定的な再生可能エネルギーです。
　当社は、日本最大規模の八丁原発電所を保有し、全国の約4割の設備量をほこるなど、長年にわたり積極的な
開発を推進しています。資源賦存面から有望と見込まれる地域の調査を行い、技術面、経済性、立地環境などを
総合的に勘案し、地域との共生を図りながら、グループ会社を含めて開発に取り組んでいます。
　また、低い温度で沸騰する媒体を活用し、従来利用できなかった比較的低温の蒸気・熱水を発電に利用する地
熱バイナリー発電にも取り組んでおり、2006年には、八丁原バイナリー発電所（出力2,000kW）が、全国で初
めて営業運転を開始しました。
　さらに、川崎重工業（株）と共同で、山川発電所（鹿児島県指
宿市）の構内に小規模バイナリ－発電設備（出力250kW）を設
置し、2012～2014年度にかけて、実証試験を実施しています。
今後、地熱資源が賦存する離島等への導入も期待できます。
　日本で2番目に古い大岳発電所（大分県九重町、出力
12,500kW、1967年運転開始）の老朽化状況を踏まえ、発電
設備の更新を計画するとともに、九州の地熱有望地点の発掘に
も努めており、引き続き貴重な地熱資源を活用する予定です。

やま がわ いぶ

すき

おお たけ ここの え

はっちょうばる

※１：国の補助事業「平成21年度林地残材バイオマス石炭混焼発電実証事業」。
※２：木質バイオマス混焼量に、石炭1kgあたりのＣＯ₂排出量と、石炭と木質バイオマスの

カロリー比を乗じて試算。
※3：下水汚泥と石炭のカロリー比から試算した石炭削減量に、石炭1kgあたりのCO₂

排出量を乗じて試算。
※4：グループ会社による開発。
※5：既設苓北発電所における混焼（２０１０～２０１４年度）。　
※6：既設松浦発電所における混焼（２０１３年度から開始）。

【参考】 国による再生可能エネルギー（太陽光・風力）
　　　発電設備認定状況（2013年2月末時点）
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http://www.kyuden.co.jp/rate_index.html#link_a
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report13_contract.html

